介護職員処遇改善加算に係る実績報告書の提出について
・・・「指定の手引き」より抜粋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　サービス事業者は、各事業年度における実績報告書を作成し、該当の指定権者に提出するとともに、その控えを２年間保存しておいてください。
　※各事業年度の実績報告書の提出がない場合、不正請求として全額返還となります。
（１）提出時期について　
　　 各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日
（２）作成単位について　
　　　  年度ごとに、介護職員処遇改善計画書の作成単位（事業所単位・法人単位）
（３）実績報告書の作成単位別の提出先と必要書類　
	　　
事業所単位
	県：長寿社会課あて、次の必要書類を１部提出すること
【様式】※すべて必須
　①別紙様式３（介護職員処遇改善実績報告書）
　②積算内訳（任意様式）

	法人単位
	該当するすべての指定権者（県は長寿社会課）あて、以下の表に応じて

次の必要書類を１部提出すること
【様式】※④以外は必須
　①別紙様式３（介護職員処遇改善実績報告書）
　②積算内訳（任意様式）
　　※①、②は該当する複数指定権者に同じ内容のものを提出すること
　③別紙様式３の添付書類１（指定権者内事業所一覧表）
　④別紙様式３の添付書類２（報告対象都道府県内一覧表）及び添付書類３（都
道府県状況一覧表）
複数指定権者の構成区分
①
別紙　 

様式３
②
積算
内訳
③
添付
書類１
④
添付
書類２及び３
同一の
指定権者のみ
○
○
○
－
同一県内の
複数指定権者
○
○
○
添付
書類２
のみ
他都道府県の
指定権者を含む
○
○
○
（※）
○




　　　　
◎介護職員処遇改善加算に関するＱ＆Ａについて






④介護職員処遇改善加算の受領及び賃金改善の実施
●利用料について
Ｑ：介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額に反映しないとありますが、利用料には反映されるのか。
Ａ：介護職員処遇改善加算は、区分支給限度基準額の算定には含まない。また、利用者には通常の介護報酬算出方式に基づき算出した額の1割を請求することになる。
（24.3.16事務連絡　介護保険最新情報vol.267「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24 年3 月16 日）」の送付について）
●端数処理について
Ｑ：加算算定時に１単位未満の端数が生じた場合、どのように取り扱うのか。また同様に、利用者負担の１円未満はどのように取り扱うのか。
Ａ：　通常の介護報酬における単位の計算と同等に、一単位未満の端数を四捨五入し、現行の他の加算と同様になる。また、利用者負担についても現行の他の加算と同様に、介護職員処遇改善加算額から保険請求額等を減じた額となる。
※　なお、保険請求額は、１円未満の端数切り捨てにより算定する。


（24.3.30事務連絡　介護保険最新情報vol.273「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.2）（平成24 年3 月30 日）」の送付について）
●区分支給限度基準額を超えた場合について
Ｑ：介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えた場合、介護職員処遇改善加算はどのように算定するのか。


Ａ：介護職員処遇改善加算は、サービス別の介護報酬総単位数にサービス別の加算率を乗じて算出する。その上で、利用者負担を算出する際には、まず介護報酬総単位数が区分支給限度基準額を超えているか否かを確認した上で超えている場合には、超過分と当該超過分に係る加算は保険給付の対象外となる。


（24.4.25事務連絡　介護保険最新情報vol.284「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について）
Ｑ：複数のサービスを利用し、区分支給限度基準額を超えた場合、どのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとするのか。また、それは誰がどのように判断するのか。
Ａ：これまでの取扱いと同様に、いずれのサービスを区分支給限度基準額超過の取扱いとしても構わない。また、ケアプラン作成時に、ケアマネジャーがどのサービスを区分支給限度基準額超過とするかについて判断する。
（24.4.25事務連絡　介護保険最新情報vol.284「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について）
●市町村独自加算について
Ｑ：地域密着型サービスの市町村独自加算については、介護従事者処遇改善加算の算定における介護報酬総単位数に含めてよいか。
Ａ：介護報酬総単位数に含める取扱いとなる。
（24.4.25事務連絡　介護保険最新情報vol.284「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について）
⑤実績報告書の提出
●提出時期について
Ｑ：実績報告書の提出期限はいつなのか。
Ａ：各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の翌々月の末日までに、介護職員処遇改善実績報告書を提出する。例：加算を算定する最後のサービス提供月が３月の場合、５月支払となるため、２か月後の７月末となる。
（24.3.16事務連絡　介護保険最新情報vol.267「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24 年3 月16 日）」の送付について）
●実績報告書について
Ｑ：基本給は改善しているが、賞与を引き下げることで、あらかじめ設定した賃金改善実施期間の介護職員の賃金が引き下げられた場合の取扱いはどうなるのか。その際には、どのような資料の提出が必要となるのか。
Ａ：処遇改善加算を用いて賃金改善を行うために一部の賃金項目を引き上げた場合であっても、事業の継続を図るために、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合については、特別事情届出書を届け出る必要がある。なお、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要がある。また、その際の特別事情届出書は、以下の内容が把握可能となっている必要がある。
・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続きを行った旨
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合であっても、加算の算定額以上の賃金改善が実施されていれば、特別事情届出書は提出しなくてもよいのか。
Ａ：処遇改善加算は、平成27 年３月31 日に発出された老発0331 第34 号の２（２）②の賃金改善に係る比較時点の考え方や、２（３）①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、各事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準」と比較し、処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善の実施を求めるものであり、当該賃金改善が実施されない場合は、特別事情届出書の提出が必要である。
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：一部の職員の賃金水準を引き下げたが、一部の職員の賃金水準を引き上げた結果、事業所・施設の介護職員全体の賃金水準は低下していない場合、特別事情届出書の提出はしなくてよいか。
Ａ：一部の職員の賃金水準を引き下げた場合であっても、事業所・施設の介護職員全体の賃金水準が低下していない場合は、特別事情届出書を提出する必要はない。ただし、事業者は一部の職員の賃金水準を引き下げた合理的な理由について労働者にしっかりと説明した上で、適切に労使合意を得ること。
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：法人の業績不振に伴い業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合、特別事情届出書の提出は必要なのか。
Ａ：事業の継続を図るために特別事情届出書を提出した場合を除き、賃金水準を低下させてはならないため、業績連動型の賞与や手当が減額された結果、賃金改善実施期間の賃金が引き下げられた場合、特別事情届出書の提出が必要である。
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由や、介護報酬改定の影響のみを理由として、特別事情届出書を届け出ることが可能か。
Ａ：特別事情届出書による取扱いについては、事業の継続を図るために認められた例外的な取扱いであることから、事業の継続が可能にもかかわらず経営の効率化を図るといった理由で、介護職員の賃金水準を引き下げることはできない。また、特別事情届出書による取扱いの可否については、介護報酬改定のみをもって一律に判断されるものではなく、法人の経営が悪化していること等の以下の内容が適切に把握可能となっている必要がある。
・処遇改善加算を取得している介護サービス事業所等の法人の収支（介護事業による収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、一定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを示す内容
・介護職員の賃金水準の引下げの内容
・当該法人の経営及び介護職員の賃金水準の改善の見込み
・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ていること等の必要な手続きを行った旨

（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出し、事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う予定であっても、当該加算の取得は可能なのか。
Ａ：特別事情届出書を届け出ることにより、事業の継続を図るために、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行うことが可能であるが、介護職員の賃金水準を引き下げた後、その要因である特別な状況が改善した場合には、可能な限り速やかに介護職員の賃金水準を引下げ前の水準に戻す必要があることから、本取扱いについては、あくまでも一時的な対応といった位置付けのものである。したがって、新しい処遇改善加算を取得するに当たってあらかじめ特別事情届出書を提出するものではなく、特別な事情により介護職員処遇改善計画書に規定した賃金改善を実施することが困難と判明した、又はその蓋然性が高いと見込まれた時点で、当該届出書を提出すること。
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）
Ｑ：特別事情届出書を提出し、介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。）を引き下げた上で賃金改善を行う場合、賃金水準の引下げに当たっての比較時点はいつになるのか。
Ａ：平成27 年３月31 日に発出された老発0331 第34 号の２（２）②の賃金改善に係る比較時点の考え方や、２（３）①ロのただし書きによる簡素な計算方法の比較時点の考え方に基づき、各事業所・施設が選択した「処遇改善加算を取得していない場合の賃金水準」と比較すること。
（27.4.30事務連絡　介護保険最新情報vol.471「平成２７年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.2)（平成27 年4 月30 日）」の送付について）

Ｑ：介護職員処遇改善実績報告書の「介護職員処遇改善加算総額」欄には保険請求分に係る加算総額を記載するのか。
Ａ：保険請求分に係る加算額（利用者１割負担分を含む）と区分支給限度基準額を超えたサービスに係る加算額を合算した額を記載することとし、その内訳が分かるようにすること。
（24.4.25事務連絡　介護保険最新情報vol.284「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol．3）（平成24年4月25日）」の送付について）
●改善額が加算額を下回った場合について
Ｑ：実績報告で賃金改善額が加算額を下回った場合、これまでの交付金と同様、返還する必要があるのか。
Ａ：加算の算定要件は、賃金改善額が加算による収入額を上回ることであり、加算による収入額を下回ることは想定されないが、仮に加算による収入額を下回っている場合は、一時金や賞与として支給されることが望ましい。
なお、悪質な事例については、加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額返還となる。
（24.3.16事務連絡　介護保険最新情報vol.267「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24 年3 月16 日）」の送付について）
●実績報告が行われない場合について
Ｑ：期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の当該加算は全額返還となるのか。
Ａ：加算の算定要件で実績報告を行うことしており、指定権者が実績報告の提出を求める等の指導を行っているにも関わらず、実績報告の提出を行わない場合は、加算の算定要件を満たしていない不正請求として全額返還となる。
（24.3.16事務連絡　介護保険最新情報vol.267「平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24 年3 月16 日）」の送付について）
（※）山口県内の対象事業所のみを記載すること








